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中期目標期間業務実績評価調書：空港周辺整備機構

業 務 運 営 評 価（個別項目ごとの認定）

中期目標項目 評定結果 評定理由 意見

２．業務運営における効率化に関する事項

（１）組織運営の効率化

航空機騒音対策に係る社会的ニーズに迅速かつ柔軟に対応

するとともに、業務運営の責任を明確化するために必要な体制

を整備すること。
Ｓ

独法化以降、大阪国際空港事業本部の経理部

及び周辺整備推進室、代替地対策課､東京事務

所を廃止し、民家防音第１課及び第２課を統合

し民家防音課に再編する等、組織の統廃合によ

り効率的な執行体制を整備し、優れた実績をあ

げていると認められる。

（２）人材活用

航空機騒音対策業務に必要な役職員を確保するとともに、組織

を活性化すること。

Ａ

平成１５年４月から平成２０年４月までに、

国・府・県・市から１５５名が転入、国・府・

県・市へ１７８名が転出し、組織活性化のため

人事交流について取り組み、職員の平均年齢

は、４５．１歳（平成１５年４月）から４２．

９歳（平成２０年４月）になり、組織の活性化

について、着実な実績をあげていると認められ

る。

（３）業務運営の効率化

①代替地造成事業の効率化

代替地の保有区画数については、長期間保有することによる管

理費累増等のリスクを回避するための措置を講ずること。

Ｓ

平成 17 年度までに全ての代替地を処分し、

管理費累増等のリスクの回避を図ったことは、

高く評価でき、優れた実績をあげていると認め

られる。



中期目標項目 評定結果 評定理由 意見

②共同住宅

既存の共同住宅については、現在の入居者に配慮しつつ、特殊

法人等整理合理化計画（平成１３年１２月１９日閣議決定）に

基づき早期に処分するため、空家の処分計画を策定し、処分に

着手すること。

ＳＳ

処分計画の策定にとどまらず、平成 17 年度

までに全て（６棟２９５戸）を処分したことは、

入居者に配慮しつつ実施する必要があったこ

とを斟酌すれば、特筆すべき優れた実績をあげ

ていると認められる。

③事業費の抑制

事業費について、中期目標期間の最後の事業年度において、認

可法人時の最終年度（平成１４年度）比で５％程度（住民の申

請に基づき航空機騒音による障害の補償措置として行うもの

を除く事業については１５％程度）に相当する額を削減する。
Ｓ

削減目標値である認可法人時の最終年度（平

成１４年度）比で５％に対し約２１％の削減

（住民の申請に基づき航空機騒音による障害

の補償措置として行うものを除く事業につい

ては１５％に対し約 5４％の削減）を行ったこ

とは、優れた実績をあげていると認められる。

次期中期目標・計画にも掲げ

ている民家防音工事に係る入

札制度の導入等により、予算の

削減に資するとともに、住民に

不利益が生じない様、留意を期

待する。

④一般管理費の抑制

一般管理費について、中期目標期間の最後の事業年度におい

て、認可法人時の最終年度（平成１４年度）比で１３％程度に

相当する額を削減すること。 Ｓ

削減目標値である認可法人時の最終年度（平

成１４年度）比で５％に対し、３１%の削減を

行い、また、事業費の削減２１％を大きく上回

る削減を行ったことは、優れた実績をあげてい

ると認められる。

３．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に

関する事項

（１）業務の質の向上

周辺住民及び関係自治体との意志疎通を図りながら、以下によ

り業務の質を向上させること。

①騒音対策事業及び地域整備事業を一体的・効率的に実施する

ための体制・制度を構築すること。

Ａ

各事業本部において、「連絡協議会」を設置、

毎年度２回以上開催し、騒音対策事業及び地域

整備事業を一体的・効率的に実施するための体

制・制度が構築されており、着実な実績をあげ

ていると認められる。

今後は、連絡協議会開催の結

果がどのように反映されてい

るか説明するともに、更なる会

議の活性化を図ることを期待

する。



中期目標項目 評定結果 評定理由 意見

②職員の資質を向上させること。

Ａ

各事業本部において、「人権・同和問題」、「独

法会計基準（減損会計）」、「民事調停手続き」、

「個人情報保護」等の研修を毎年４回～７回実

施し、職員の質の向上が図られており、着実な

実績をあげていると認められる。

職員の研修の効果の計測方

法についての工夫が図られる

ことを期待する。

③業務の成果を内部評価すること。

Ａ

平成１６年に内部評価委員会を設置し、各年

度において業務実績の中間評価及び年度評価

を実施し、中期目標の達成見通しを分析するな

どして、以後の計画策定、業務運営に反映させ

ており、着実な実績をあげていると認められ

る。

④契約関係事務については、一層の適正化を進めること。

Ａ

独法移行時において、会計規程の見直しを行

い、契約・支出事務処理権限を一元化した。

また、平成１５年度に大阪事業本部に契約係

長、福岡事業本部に考査役を配置し、事務の適

正化が図られており、着実な実績をあげている

と認められる。

⑤国の航空機騒音対策事業及び機構の事業概要について、より

一層の広報活動を行うこと。

Ａ

ホームページのリニューアルやコンテンツ

の充実等の取組みを行うことにより、ホームペ

ージアクセス数について、平成１５年上半期か

ら約１６％増加し、また、毎年「空の日」の来

場者などにパンフレットを配布したほか、周辺

地域活性化協議会の参加者にもパンフレット

を配布するなど、環境対策事業の啓蒙を図り、

広報活動を行い、着実な実績をあげていると認

められる。



中期目標項目 評定結果 評定理由 意見

（２）業務の確実な実施

以下の事項を行うことにより、航空機騒音対策を進めること。

①大阪国際空港及び福岡空港周辺における再開発整備事業に

ついては、空港周辺のまちづくりの観点から、関係自治体と連

携した事業を実施すること。
ＳＳ

中期計画を大幅に上回る件数の整備を実施

し、さらに中村地区の再開発事業の整備実績も

あり、特筆すべき優れた実績を上げたと言え

る。

②大阪国際空港及び福岡空港周辺における民家防音工事補助

事業については、事務処理の期間を短縮すること。

Ａ

交付申請から交付額の確定までの期間につ

いて、目標であった１５％短縮を上回る約１

６％の短縮は、着実な実績をあげていると認め

られる。

処理期間は従前に比してか

なり短縮されたものの、より一

層の短縮化を進める方策を望

む。

③大阪国際空港及び福岡空港周辺における建物等の移転補償

及び土地の買入れにおける補償申請から補償金若しくは土地

代金の支払いまでの期間については、処理の迅速化によりこれ

を短縮させること。
Ａ

申請から代金の支払いまでの期間について、

目標であった１５％短縮を行ったことは、着実

な実績をあげていると認められる。

④ 大阪国際空港周辺における伊丹市中村地区整備に係る移転

補償については、着実に推進すること。

ＳＳ

全２０８棟全ての移転補償契約を締結し、戦

後からの長期間にわたる懸案事項であった本

件が円満に解決されたことは、特筆すべき優れ

た実績をあげていると認められる。

⑤大阪国際空港周辺における緑地帯の整備については、平成

１４年に策定した周辺整備基本方針及び中期基本方針を踏

まえて着実に推進すること。

Ａ

利用緑地・緩衝緑地１期事業については、用
地取得率が約９５％となった。

また、緩衝２期事業については、都市計画事
業承認・認可の取得には至らなかったが、平成
１９年に大阪国際空港周辺緑地整備推進協議
会のもとに分科会が発足される等、関係機関と
の調整を行っている。

以上のことから、着実な実績をあげていると

認められる。



中期目標項目 評定結果 評定理由 意見

⑥福岡空港周辺における緑地帯の整備については、平成１４

年に策定した周辺整備基本方針及び中期基本方針を踏ま

えて着実に推進すること。

Ａ

空港北側地区の緑地整備については、地元住

民の要望を踏まえつつ、２．０ｈａの造成・植

栽を実施し、また、空港南側の一定範囲につい

ては、都市計画事業承認・認可の取得・には至

らなかったが、福岡空港周辺整備計画調査委員

会等において、国及び自治体との調整を定例的

に行っており、着実な実績をあげていると認め

られる。

（３）空港と周辺地域の共生

空港と周辺地域の共生に資するための措置を講ずること。

Ａ

周辺地域活性化協議会等を通じた環境対策

の啓発活動、環境対策の講義や現地見学の受

入の実施、義務教育機関向けにホームページ

上に環境学習の受入れ案内を掲載し環境学習

の受入について働きかける等、空港と周辺地

域の共生に資するための措置が講じられてお

り、着実な実績をあげていると認められる。

校外学習の一環教育として

の義務教育機関からの環境学

習の受け入れについて、直接的

な働きかけなどがあっても良

いのではないか。

４．財務内容の改善に関する事項

財務内容の改善を図るため、欠損金を３割圧縮するほか、未収

金の大幅な圧縮など、適切な措置を構じること。

Ｓ

欠損金については約９２％圧縮し、また、未
収金（未収家賃）については平成１７年度の共
同住宅全棟売却処分に際し全額を回収する等、
優れた実績をあげていると認められる。

随意契約の適正化への取り

組みにより、一般競争入札の対

象の拡大を図るなどして、経費

の抑制を図っている

また、監事及び監査法人の監

査においても特段の指摘事項

もなく、予算の執行等を適正に

行っている。

５．その他業務運営に関する重要事項

（１）人事に関する計画

①人件費（退職手当等を除く）については、「行政改革の重要

方針」を踏まえ、平成１８年度から平成２２年度までの５年間

において、国家公務員に準じた人件費削減の取組を行うこと。
Ｓ

人件費削減の取り組みについて、平成１７年

度比で２％削減の計画に対し、９．９％を削減

し、優れた実績をあげていると認められる。



中期目標項目 評定結果 評定理由 意見

②国家公務員の給与構造改革を踏まえた給与体系の見直しを

進めること。

Ａ

国家公務員に対するラスパイレス指数は、平

成１５年度の１２３．７から１０９．１と、大

幅に改善されており、着実な実績をあげている

と認められる。

ラスパイレス指数について、

比較条件を同一（大阪及び福岡

の公務員給与との比較等）にし

た上で、比較を行う必要がある

と考える。

③業務運営を効率化し、計画的に人員の抑制を図ること

Ｓ

出向元と調整・協議を継続的に行った結果、

組織全体の平均年齢は、４５．１歳から４２．

９歳と若返りが図られ、また、定年退職者の補

充を行わず、計画的に人員の抑制を行った。

多くの改革・改善が、より少ない職員数のも

とで達成されており、大幅な人件費削減を実現

できたことから、優れた実績を上げていると言

える。

＜記入要領＞・項目ごとの「評定結果」の欄に、以下の段階的評定を記入するとともに、その右の「評定理由」欄に理由を記入する。

ＳＳ：中期目標の達成状況として特筆すべき優れた実績を上げている。

Ｓ ：中期目標の達成状況として優れた実績を上げている。

Ａ ：中期目標の達成状況として着実に実績を上げている。

Ｂ ：中期目標の達成状況として概ね着実に実績を上げている。

Ｃ ：中期目標の達成状況として十分な実績が上げられていない。

・ＳＳをつけた項目には、特筆すべきと判断した理由として、他の項目における実績との違いを「評定理由」欄に明確に記述するものとする。

・必要な場合には、右欄に意見を記入する。





中期目標期間業務実績評価調書：空港周辺整備機構

総合的な評定

業 務 運 営 評 価（実施状況全体）

評点の分布状況

（項目数合計：○○項目）

ＳＳ Ｓ Ａ Ｂ Ｃ

３項目 ７項目 １２項目 ０項目 ０項目

総 合 評 価

（中期目標の達成状況）

下記の事項を中心に、全体として，中期目標の達成状況については優れた実績を上げていると評価す
ることができる。
・長年の懸案であった中村地区の移転補償については、円滑に全ての権利者との契約が完了したこと、

また、共同住宅問題を全面的に解決できたことは、きわめて高く評価できる。これらの点について
は、中期目標をはるかに上回る成果である。

・欠損金の大幅な圧縮、事業費及び一般管理費並びに人員の大幅な削減、また、組織の効率化、若返
りは順調に推移し、高く評価する。

（課題・改善点、業務運営に対する意見等）
・義務教育機関からの環境学習の受け入れについて直接的な働きかけ等があってもよいのではないか。
・民家防音工事の入札方式の変更に伴い、住民に不利益が発生しないように今後の運用に留意して対

応する事が望まれる。
・上記のことも踏まえ、民家防音工事のあり方、業務一般のもう一段の効率化、などの課題の再検討が

必要である。

（その他）

・随意契約の見直しについては、随意契約比率が減少しており、この点は評価出来る。

・緑地のあり方については、関係自治体、周辺住民との継続的協議の中で、望ましいあり方をさらに

模索していく必要があろう。

総合評定

（SS , S , A , B , C の５段階）

Ｓ

（評定理由）

別紙参照



別 紙

総合評定において「Ｓ」とした理由は、特筆すべき優れた実績あるいは優れ

た実績を上げている事項が、機構の事業及び中期目標において重要な事項に位

置づけられる項目であることによるものである。その中でもとりわけて特筆す

べき優れた実績を上げたと言えるのが、大阪国際空港周辺における伊丹市中村

地区に係る移転補償である。

中村地区問題の発生原因は戦中・戦後に遡り、その歴史的背景及び問題解決

に向け長い年月を要したことから、本件に係る移転補償の実施には多くの問題

や障害があった。しかし、関係機関や地元住民との調整を頻繁に行い、その結

果、今中期期間内において２０８棟全てについて移転補償契約が締結できた。

このことは、単に機構が中期目標を達成したという事柄以上の大きな成果であ

ると言える。

その他重要な事項として、人員の削減や欠損金の大幅な圧縮を図っているが、

その詳細については以下のとおりである。

１．再開発整備事業の実施

中村地区における再開発整備事業は、当初の中期目標・計画にはなかったも

のであるが、上記移転補償を進める上で当該地で事業を行う者の移転先が問題

となり、機構の再開発整備事業により当該移転者の事業所用地を取得・造成す

ることとなった。このことにより、上記移転問題が極めて円滑に実施されるこ

ととなった。

このことは、中期計画において予定していた７件の整備を大幅に上回る、２

９件の整備を実施したことと合わせ、特筆すべき優れた実績であると言える。

２．共同住宅の処分

本件は平成１３年１２月の閣議決定に基づき早期に処分するため、空家の処

分計画を策定し、処分に着手することが中期の目標であったが、平成１７年度

までに、空家のみならず全棟を処分することができた。入居者の意向に充分配

慮を行いながら実施することが望まれる中、困難な事業であったと思われ、本

件の実施は特筆すべき優れた実績であると言える。

３．代替地造成事業の効率化

長期間保有することにより管理費累増等のリスクが生じる保有代替地につい

て、平成１７年度までに全ての代替地を処分したことは、優れた実績である。



４．組織運営の効率化

独法化以降、１部、１室、３課、東京事務所を廃止し、業務運営における効

率的な執行体制を整備したことは、優れた実績である。

５．事業費及び一般管理費の抑制

事業費及び一般管理費について、中期目標・計画を大きく上回る削減を行っ

た。

事業費 ５％削減目標 → ２１％削減

（住民の申請に基づき航空機騒音による障害の補償措置として行うものを

除く事業 １５％削減目標 → ５４％削減）

一般管理費 ５％削減目標 → ３１％削減

６．人件費の削減
「行政改革の重要方針」を踏まえ、平成１８年から平成２２年度までの５年

間において、国家公務員に準じた人件費削減の取組を行うこととし、今中期目
標期間においては、２％の人員を削減する計画であったが、これを大きく上回
る９．９％の削減を行ったことは、優れた実績であると言える。

7．財務内容の改善

欠損金を３割圧縮すること及び未収金の大幅な圧縮が目標であったが、欠損

金については９２％を圧縮し、また、未収金についても共同住宅全棟一括処分

に際し、全額を回収することが出来た。

これらのことは、優れた実績であると言える。


